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除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン等の改正 

について（通知） 

除染等業務及び特定線量下業務に従事する労働者の放射線障害防止については、平成２４年

６月２０日付け２４農第７４８号及び２４企技第３２９号「除染業務等に従事する労働者の放

射線障害防止のためのガイドラインの改正等について」で通知したところですが、厚生労働省

から平成２５年１２月２６日付けでガイドラインの一部改正が通知され、除染等業務従事者等

被ばく線量登録管理制度（以下、「登録管理制度」という。）が策定されましたので、下記によ

り請負業者等に対して指導をお願いします。 

また、放射線防護措置が必要となる工事・業務等の請負及び委託契約にあたっては、設計図

書に別紙特記仕様書を添付するとともに、登録管理制度の運用が開始される平成２６年４月１

日以降に竣工する工事・業務等については、登録管理に必要な経費について設計計上願います。 

なお、各建設事務所においては、所管する土木事務所等へお知らせ願います。 

おって、本通知をもって、「除染業務等に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドラ

イン改正等について（通知）」（平成２４年６月２０日付け２４農第７４８号及び２４企技第３

２９号）を廃止する。 

記 

１ 主な変更点 

 （１）元方事業者による被ばく状況の一元管理の項目に、「除染等業務従事者等被ばく線量登

録管理制度」を追記。 

 （２）汚染状況重点調査地域について、最新の状況に修正。 

 （３）農地土壌の放射能濃度の簡易測定を行う方法について、最新の知見を採用。 

２ 対象事業 

   除染特別地域及び汚染状況重点調査地域内における除染等業務又は特定線量下業務 

３ 適用年月日 

平成２６年 １月２０日 

（ただし、除染等業務従事者等被ばく線量登録管理制度については、平成２６年 ４月 １日） 

４ その他 

（１）防護措置等詳細は除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライ

ン等の改正について（平成２５年１２月２６日付け基発１２２６号第１９号）に基づい

て実施してください。 

（２）制度適用開始以前に工期が完了した工事・業務等については、平成２６年度内で可能

な限り早い時期に指定機関へ被ばく線量の登録及び引き渡しを行うように通知等により

指導してください。 

（３）質疑応答（Ｑ＆Ａ）及び放射線障害防止措置整理表を更新しましたので業務の参考と

してください。 

（４）避難指示区域以外の地域においても除染等業務及び特定線量下業務においては、本通

知と同様の措置をしてください。 
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